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 本報告書は、文部科学省の令和４年度地球観

測技術等調査研究委託事業による委託業務とし

て、国立大学法人九州工業大学が実施した「大

学間連携による理学工学融合実践的宇宙ミッシ

ョン早期教育プログラム」の成果を取りまとめ

たものです。 
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１．はじめに 

本報告書は、文部科学省の令和４年度地球観測技術等調査研究委託事業による委託業務

として、国立大学法人・九州工業大学が実施した令和４年度「大学間連携による理学工学融

合実践的宇宙ミッション早期教育プログラム」の成果を取りまとめたものである。委託業務

の実施期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日であった。本事業の実施体制とし

て、課題参画者及び業務分担をまとめたものが、下記の表 1.1 となる。 

表 1.1 実施体制（課題参画者及び業務分担） 

業 務 項 目 実 施 場 所 担 当 責 任 者※ 

令和4年度 

① 合同学生教育セミナー

② 衛星開発 

③ ファシリテーション体

制 

福岡県福岡市西区元岡744 

九州大学国際宇宙惑星環境研

究センター 

福岡県北九州市戸畑区仙水町1-1

九州工業大学革新的宇宙利用実

証ラボラトリー 

福岡県北九州市戸畑区仙水町1-1

九州工業大学革新的宇宙利用実

証ラボラトリー 

九州大学理学研究院教授 

吉川 顕正

九州工業大学工学研究院

教授 

趙 孟佑

九州工業大学工学研究院

教授 

北村 健太郎

実施体制 

 本事業では、九州工業大学と九州大学が相補的に理学と工学の教育について分担しなが

ら、参加学生に対して実践的な衛星開発を通じて早期の理工学融合教育を施すものである。

九州工業大学はこれまでの 16 機に及ぶ超小型衛星の開発経験とその知見を理学教育に適用

する。衛星開発、ハンズオンワークショップ、衛星試験等に関しては、教育スタッフ 10 名

程度とアシスタントとして 9 名程度の大学院生をもって指導に当たる。一方、九州大学は先

端的な宇宙天気科学研究で MAGDAS スクール等のグローバルな理学教育で実績を有する国内

の拠点的研究機関であり、参加学生に対して宇宙科学観測の背景となる理学教育を先端的

な研究を踏まえて教育する。理学教育のセミナーやデータ解析手法に関して、教育スタッフ

3 名と大学院生のアシスタント 2 名によって指導を実施する。 

 これら主となる 2 者の連携に加えて、宇宙分野の産業界との連携としてやまぐち産業振

興財団が山口県下の宇宙関連企を統括した、山口県航空宇宙クラスター企業と協力して事

業を実施する。ここでは技術的な相談等の連携のみでなく、企業文化や商習慣など実際の企

業活動に関しての COOP 教育を実践する。また、科学衛星の観測機器の開発経験が豊富な東

北大学や宇宙科学に関する国際的なデータセンターを運営する京都大学と連携することに

よって、衛星開発のみでなく取得したデータの解析法や理学的知見を得るための主要な研

究手法について教育を行う。 

 こうした連携体制によって、3 年間で継続的な理工学融合人材の育体制を確立する。 
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図 1.1 実施体制図 

２．本事業の目的 

本プログラムでは、CubeSat 等新しいツールを宇宙科学分野に柔軟に応用する革新的な宇

宙ミッションを将来中心的に推進できる人材育成を目指し、理学教育と工学教育の融合し

た実践的な宇宙ミッションを実施する。学部学生の早期から CubeSat による宇宙理学ミッ

ションを実践的に体験させることによって、工学・理学の双方に十分な見識を持ち従来の科

学観測衛星の常識にとらわれない超小型衛星による科学観測分野をリードできる人材の育

成を目指す。また、こうした人材育成プログラムを通じて、国内外の教育機関・企業等が連

携した宇宙理工学人材育成のための継続的な人的ネットワークとファシリテーション体制

の構築を行う。 

（１）業務の背景 

 現在、国内外における超小型衛星は学生教育目的から、商業利用や科学観測分野での実利

用に移行しつつある。特に宇宙科学分野においては、超小型衛星の活用に関してヨーロッパ

を中心に 50 機のコンステレーションを目指した QB50 プロジェクトなどの本格的な宇宙理

学プログラムが始動している。一方で、国内では超小型衛星による本格的宇宙科学観測技術

の議論は必ずしも成熟しているとは言えず、今後日本の科学衛星観測の本格的推進とそれ

を担う人材育成は急務である。 

九州工業大学（以下、九工大）では、2006 年以来今日まで 16 機の超小型衛星の継続的な

開発によって 300 名を超える国内外の学生に対して実践的な衛星開発の教育を行ってきた。

また、九州大学（以下、九大）は地球近傍の宇宙空間の電磁擾乱である宇宙天気研究におい

て国内の拠点として先端的な理学研究を行ってきており、MAGDAS スクールなどのプログラ
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ムを主導し 500 名を超える発展途上国の学生に対して国際的な宇宙理学教育を実践してき

た。 

 本プログラムでは、九工大と九大が工学・理学それぞれの立場から理工融合した人材育成

を大学生の早期に実施し、理工学融合した宇宙人材育成の基盤を構築する。 

（２）業務の目標 

 本プログラムでは、10 年後に若手研究者として超小型衛星など新しいツールを柔軟に活

用した革新的宇宙理学ミッションを自ら主導的に立案・実施できる人材の育成と、国内の宇

宙理学ミッションの継続的な実施のための人的ネットワークの確立するために工学系教育

機関と理学系教育機関が相補的に早期人材育成プログラムを実施する。育成する人材像は、

「理学・工学の両面に精通し将来革新的な宇宙ミッションを企画・実行できる素養を持つ人

材」と定義し、九工大・九大から参加する学部学生を中心とした合同チームによって宇宙理

学ミッションを達成するための CubeSat を開発する。委託事業完了までの目標としては 

（1）学部学生を中心とした実践的宇宙理学ミッションの実施 

理学系学生と工学系学生の連合チームによって ISS 放出のためのフライトモデル完成と

JAXA 引き渡しまでを実施する。 

（2）理工融合人材育成のための指導方法の確立 

九工大・九大のスタッフおよび外部連携機関によって宇宙理学ミッション実施のための共

同ファシリテーション体制を構築し座学・ハンズオンワークショップを含む教育コンテン

ツを開発し、広く波及させることを目指す。 

（3）継続的人材育成のための産学連携基盤構築 

  プログラム終了後に超小型衛星による宇宙科学ミッションを継続的に実施するための

人材育成に向けた、複数機関連携による人材育成体制と継続的な資金調達の体制を整える。 

３．実施しようとする内容 

学部学生を中心とする九工大の工学系学生と九大の理学系学生が、両大学の教員による

指導を受けながら、実際の宇宙理学ミッションを実現する CubeSat 開発を行い、10 年後に

国内の超小型衛星科学ミッションを主導できる人材育成を行う。九工大と九大が連携し

て、衛星開発の実践的なスキルと宇宙理学観測のための宇宙科学的素養を共有できる教育

セミナーやハンズオンワークショップを実施する。また、参画する双方の教員チームおよ

び外部機関の協力者等とファシリテーションの方法について定期的な調整を行い、プログ

ラム終了後も継続可能かつ外部に波及可能な教育コンテンツを完成させる。 

具体的な内容としては、（1）学生教育セミナー（2）学生衛星開発（3）ファシリテーシ

ョン体制の構築の 3 項目について事業を実施する。学生教育セミナーに関しては、特にこ

れまでに衛星開発に関する工学的な教育を受けていない九州大学の理学系学生に向け、九

州工業大学が主導する形での衛星工学概論に関するセミナーを実施する。これは、基本的

な衛星開発におけるシステムズエンジニアリングの概念や手法に関する座学に加え、九工

大でのハンズオンのセミナーを含む。また、宇宙環境に関する理学的な研究動向や学術的

な重要性に関する教育を受けていない九州工業大の工学系学生に対しては九州大学が理

学セミナーを実施する。これは九州大学の国際宇宙天気・教育センターのスタッフをはじ

め協力機関の外部研究機関の教員・スタッフを交えた形で宇宙空間物理学の基本から最新

の衛星観測ミッションに関する講義を実施する。（2）学生衛星開発は、2U サイズ（約 10cm

×10cm×20cm）の CubeSat 開発を九大と九工大の学生が連携して実施する。衛星は国際宇

宙ステーションからの放出を想定してミッションの検討がなされるが、本事業の趣旨を踏

まえメインミッションは理学系の観測ミッションとする。2021 年の秋から学部学生を中

心に学生の募集を行い、2022 年 3 月までにミッション審査会（MDR）を実施し実際に実施

するミッションを決定する。その後、事前設計審査会（PDR）および最終設計審査会（CDR）

を経て最終的に 2024 年 3 月までに衛星を完成し JAXA へ引き渡せるように開発を進める。
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2021 年 10 月当初に募集する学生のうち 2 年生以下の学生に関しては、学部在学中に衛星

の完成まで参画することが可能である。その後、大学院に進学する学生は引き続き衛星の

運用およびミッションの実施に参画することが可能である。（3）ファシリテーション体

制の構築に関しては、九州工業大学のスタッフと九州大学のスタッフが定期的なミーティ

ングを実施し、学生教育の観点から必要な実施計画と進捗等に関して確認や議論を行い、

学生セミナーや衛星開発の指導に関するフィードバックを行う。このフレームワークの中

には、定期的に外部協力機関のスタッフ等も参加してもらうことによってプログラム全体

の PDCA サイクルを適切に運用することを目指す。また、プログラム終了後に本プログラ

ムで培ったアウトカムを広く普及させるために、プログラム内で制作した教材や実施手法

に関しては公開できるように資料等の整備を行う。これに関しても、製作する教材や資料

の作成に関する検討を定期的な会議の中で議論する。 

3 年間の計画における各項目の実施予定は以下の通りである。 

① 令和３年度 

（1）学生教育セミナー 

10 月より九工大および九大において参画学生の募集を行う。参画する学生について

は、主に学部学生を中心とした募集を行う。早期に九大の学生が九工大・革新的宇宙

利用実証ラボラトリーおよび九大・国際宇宙天気科学教育センターを訪問し、衛星開

発及び宇宙天気科学に関する研究に関する初期教育を受ける。（状況によっては、オ

ンラインで実施） 

（2）衛星開発 

年度末までに、九工大・九大の学生がオンラインおよび相互訪問によって理学ミッ

ションの内容を検討し、３月を目処に MDR(Mission Definition Review)を実施する。 

（3）ファシリテーション体制の構築 

九州大学のスタッフ間で定期的なミーティングを行い、学生の指導に関する方針の

協議、必要な教材開発等を行う。 

② 令和４年度 

（1）学生教育セミナー 

九大が中心となって、実施する宇宙理学ミッションの背景理解のためのセミナーを

定期的に実施する。セミナーは、協力機関である、東北大学、京都大学から関連分野

の先端研究を行っている研究者の協力を得ながら実施する。必要に応じて、九工大の

実験装置等を利用しハンズオンのワークショップを実施する。 

（2）衛星開発 

前年度の MDR に基づき、九工大の指導により衛星の BBM(Breadboard Model)の開発

を行う。九大を中心にミッション機器（観測機）の開発を実施する。技術的な開発及

び教育については、協力機関であるやまぐち産業振興財団が統括する航空宇宙クラス

ター参画企業団と技術的協力を得ながら実施する。10 月を目途に PDR(Preliminary 

Design Review)を行い、EM(Engineering Model)の開発を開始する。EM 開発に当たっ

ては、協力機関と連携し技術的協力を得ながら開発を進める。必要に応じて、九工大

の設備を利用して試験を実施する。安全審査やインターフェース調整の助言を受ける

体制を構築する。 

（3）ファシリテーション体制の構築および教材開発 

九工大・九大双方の教育スタッフが定期的に会合を持ちながら学生への指導の協議

および指導に関する、教材、マニュアル等の開発を継続的に実施する。 

③ 令和５年度 

（1）学生教育セミナー 

宇宙理学セミナーを前年に引き続き継続的に実施する。事業期間中に実施した教育

コンテンツを整理し公開する。 

（2）衛星開発 
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EM 開発を継続する。6 月を目途に CDR(Critical Design Review)を実施し衛星設計

を最終確定し、FM(Flight Model)開発を実施する。開発は協力機関であるやまぐち産

業振興財団が統括する航空宇宙クラスター参画企業団と連携し進める。必要に応じ

て、九工大設備を利用して試験を実施する。3 月末までに、FM の開発を完了し、JAXA

へ引き渡す。 

（3）ファシリテーション体制の構築および教材開発 

九工大・九大双方の教育スタッフが定期的に会合を持ちながら学生への指導の協議

および指導に関する、教材、マニュアル等の開発を完了し波及のために公開する。 

４．学生教育セミナーの実施状況 

学生教育セミナーは、九州工業大学及び九州大学が連携して実施した。当初の令和４年

度の実施計画は、以下のとおりである。 

「九大が中心となって、実施する宇宙理学ミッションの背景理解のためのセミナーを

定期的に実施する（状況に応じオンライン）。セミナーは、協力機関である、東北大学、

京都大学から関連分野の先端研究を行っている研究者の協力を得ながら実施する。必

要に応じて、九工大の実験装置等を利用しハンズオンのワークショップを実施する。九

工大・九大からそれぞれ 10 名以上の学生参加者を得る。10 回以上の合同教育セミナー

またはワークショップを実施する。」 

これに関して、2022 年 4 月以降九州工業大学、九州大学はそれぞれの大学において使い

の学生募集を行った。その後、両大学においてそれぞれ継続的に学生ミーティングおよび新

人教育を実施しながら、2023 年 7 月以降に九州工業大学による衛星開発セミナー、および

九州大学による理学セミナーを実施した。それぞれの取り組みの詳細を以下に紹介する。 

セミナーとしては、4.2.1 章で紹介する全体セミナーを 5 回、4.2.2 章で紹介する個別セ

ミナーを 8 回、4.3 章で紹介する理学セミナーを 2 回、5.2 章の中で紹介する運用に関する

セミナーが 1 回の計 16 回の合同セミナーを実施した。 

４．１ 2022 年度参加学生の募集及びミーティングを実施 

昨年度に引き続き、新しく新入生を対象に参加者の募集を九工大・九大においてそれ

ぞれ実施した。前年度は、教員が中心となって参加者の募集を行っていたが、2022 年度

は新入生の勧誘等についても学生が中心となり企画を立てて実施した。最終的に、九工

大では 29 名、九大では 11 名の新規参加者を得ることができた。第 1 世代の学生は 3 年

生に進級しており、開発の中心的な役割を果たしているが、新規に参加した学生（1・2

年生）の教育を行いながら作業の引き継ぎを行えるように準備をする必要がある。2022

年度は新人教育についても上級生が下級生に対して指導する体制を構築した。上級生は

新人教育のための準備や実施を通して、自分が俺までに学んできたことを整理し第 3 者

に対して説明可能な資料の作成が求められる。こうした活動を通じて、学生間で相互に

学習しあえる環境が構築された。 

九州工業大学、九州大学での参加者の確定を経て、2022 年 5 月 23 日に九州工業大学

でのキックオフミーティングを実施した。キックオフミーティングでは、（1）プロジェ

クトの目的（2）開発予定の CubeSat の概要（3）2 大学の連携開発をする理由（4）開発

スケジュール等に関して学生プロジェクトマネージャーより説明を行った。当日の様子

4.1.2 に示す。 
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図 4.1.1 学生募集のポスター（九工大） 

図 4.1.2 キックオフミーティングの様子 
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４．２ 九州工業大学による「新人教育セミナー」の実施 

本プログラムでは、主に学部学生を対象とした新人教育セミナーを 5 月から実施した。

これらのセミナーは、各サブシステムごとに行われるものと全員を対象にした衛星開発

全般に関する 2 種類を実施した。サブシステムごとの新人教育セミナーは、上級生が主

催し新規参加の学生に関して、開発に際して必要な基本的な知識や開発に必要なソフト

ウェアの使い方などをテーマにして行われた。一方で、全員対象の新人教育セミナーは、

九工大の増井助教によって実施され、衛星開発におけるシステムズエンジニアリングの

考え方や開発プロせずについての講義を行った。 

図 4.2.1 新人教育初回説明会の際の資料（抜粋） 

４．２．１ 衛星開発新人教育セミナー（全体向け）の実施 

 個別のセミナーに先駆けて、九工大増井助教が衛星開発の概要に関するセミナーを

5 回にわたって実施した。このセミナーの目的は、CubeSat の概要を理解したうえでそ

の開発方法を理解させることにある。特に、衛星開発手法の基本概念であるシステム

ズエンジニアリングの概念や手法の説明に注力した。本プログラムの目的の一つは、

学部学生の早期段階から実際の衛星開発に参画させることにより、衛星システム全体

を俯瞰することができる人材を育成することが挙げられる。実際には衛星開発の実践

を通じてこれらの本質を学んでいくが、プロジェクトに参加したばかりの新入生に対

しては教員からの初期教育が必要であるとの考えから本セミナーを実施した。一般的

な衛星開発はアポロ計画のころから発展した PPP 方式（Phased Planning Project）の

開発手法がとられるが、こうした段階的な開発において実施される設計レビューの内

容や、衛星の打ち上げに際して必要となる官辺手続きの概要等についての講義を行っ

た。これらの講義は zoom による遠隔方式で実施されたが講義の内容は録画の上関係学

生が閲覧できるように学習システム上に保存されており、当日参加できなかった学生

も随時閲覧できるように配慮された。 
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表 4.2.1 衛星開発新人セミナーの実施内容 

第 1 回 CubeSat の概要 

第 2 回 衛星開発の手順とシステムズエンジニアリングの基礎 

第 3 回 衛星打ち上げに関する官辺手続きの基礎 

第 4 回 衛星の構造系及び構造解析の基礎 

第 5 回 製図および指示書の書き方 

このセミナーでは初学者向け講座として特に難解な資料を用意せず、デジタル白板

上でリアルタイムで板書をしながら進める方式で授業を行った。これにより、当日の

参加学生の興味や質問等に対して極めて柔軟なセミナーを実施することが可能となっ

た。 
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図 4.2.2 衛星開発セミナーで使用した資料の例 

４．２．２ 個別新人教育セミナー（サブシステムごと）の実施 

合同の新人セミナーに加えて各サブシステムごとの新人教育セミナーを実施した。
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これらのセミナーは、すでに開発に関わっている上級学生が企画し指導教員の監修を

受けながら新入学生に対して実施する方式をとった。そうすることによって、上級学

生はこれまでに実施してきた衛星開発についての知識を棚卸する機会を得て他人に説

明するためにそうした知識や経験を体系化してプレゼンテーションする必要が生じる。

こうした一連のプロセスは、ある程度経験を積んだ学生に対する 2 次的な教育の機会

となる。 

本プログラムを継続的に実施するためには、こうした教育プロセスを学生間で自主

的に実施できる体制を構築する必要があり、指導教員は段階的に講義中心の「教える

役割」から学生の自主的な取り組みをサポートする「ファシリテーター」としての役

割に移行していくことを目指す。 

また、このようなサブシステムごとのセミナーは主たる対象を各サブシステムを希

望する学生向けに実施しているが、それ以外の学生の参加を妨げるものではなくとり

わけ理学系学生に対してもオープンにされている。 

実施内容としては、（連絡方法（メールの書き方など）：1 回、C 言語基礎：3 回、

回路設計基礎：2 回、CAD 基礎：2 回）の全 8 回が開催された。 

図 4.2.3 個別衛星開発セミナーで使用した資料の例 
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図 4.2.4 個別衛星開発セミナーで使用した資料の例（抜粋）学生からの発案でメール

の出し方など基本的な事項も含めた 

図4.2.5 個別衛星開発セミナーで使用した資料の例（電気回路製作ソフトEagleの利用方

法（抜粋））
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4.2.6 個別衛星開発セミナーで使用した資料の例（プログラムミングの基礎（抜粋））

４．３ 九州大学による「理学セミナー」の実施 

九州大学側が担当する衛星開発及び宇宙天気科学に関する研究に関する初期教育につい

て企画し、10 年後に若手研究者として超小型衛星など新しいツールを柔軟に活用した革新

的宇宙理学ミッションを自ら主導的に立案・実施できる人材の育成を目的とした学生教育

セミナーを実施した。今年度後半には新型コロナウイルスの感染拡大も落ち着いたため、今

年度は対面講義及び Zoom ミーティングによるハイブリッド講義で実施した。外部講師は、

今年度も引き続き、東北大学大学院理学研究科に所属する小原隆博教授を招聘した。 

 「宇宙環境の科学」というタイトルで 2 回実施された理学セミナーでは、理学ミッショ

ンを目指す人工衛星プロジェクトが観測対象とする宇宙環境のサイエンス的なバックグラ

ンドが網羅的に紹介された。第 1 回目のセミナーは、2023 年 3 月 22 日 10:30-12:00 に実施

され、磁気圏領域について講義が行なわれた。その中で、太陽風と惑星間空間、磁気圏、オ

ーロラ嵐、放射線帯、磁気嵐が及ぼす悪影響について詳細な説明があった。第 2 回目は、同

日 13:00-14:30 に実施され、電離圏領域について講義が行なわれた。その中では、電離圏の

概要、電離圏嵐、極域での電離圏嵐、そして、電離圏嵐が及ぼす悪影響について説明がなさ

れ、双方の講義ともに、参加した学生やスタッフを交え、活発な議論が行なわれた。また、

講義に先立ち同日 09:00-10:00 に、YOTSUBA-KULOVER 学生プロジェクトマネージャと各ミッ

ション系の主担当学生から、プロジェクト全体と各ミッションの概要・進捗・問題点につい

て紹介があり、小原先生よりコメントをいただいた。講義後の 14:30-15:00 には、小原先生

が学生時代に担当したミッション機器制作における経験談や、対応してきた各種トラブル

について色々と紹介いただいた。一連の講義は動画保存され、講義資料と共に YOTSUBA-

KULOVER プロジェクト全体に共有された。 
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図 4.3.1 小原隆博先生（東北大学）と参加学生 
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図 4.3.2 プロジェクト紹介、講義の様子 

図 4.3.3 オーロラとは（講義資料より抜粋） 



19 

図 4.3.4 おおぞら衛星に搭載された観測機器（講義資料より抜粋）

４．４ 合同企業訪問の実施 

本プログラムにおいては、外部の民間企業からの協力連携として山口県航空宇宙クラ

スター企業からの支援を受けている。山口県航空宇宙クラスターは山口県の地場産業の

うち宇宙産業へ進出している企業や今後の参画を目指している企業のコンソーシアムで

やまぐち産業振興財団が統括している企業団である。本プログラムでは、学生に対して超

小型衛星の開発を指導すると同時に、こうした超小型衛星を中心とする宇宙産業の動向

や開発を支える地場産業の技術力等についての理解を深める取り組みを行った。 

2023 年 2 月 28 日に、山口県宇宙クラスターの株式会社アクシスおよび株式会社ひびき

製作所の訪問を行った。訪問に際しては、宇宙クラスター参加企業（株式会社伸和精工、

株式会社アクシス、株式会社黒磯製作所、株式会社ひびき製作所、富士高圧フレキシブル

ホース株式会社）5 社が(株)アクシスに集合し各社のブースにおいて学生に対して事業説

明や宇宙分野に関する取り組みの紹介を行った。九工大、九大合わせて 35 名の学生が参

加した。 
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図 4.4.1 開催要項 

図 4.4.2 開始前のオリエンテーションおよび集合写真。 
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図 4.4.3 各企業から事業内容や宇宙産業への取り組みについて説明を受けている様子 

図 4.4.4 工場内で加工機械や製造品についての説明を受けている様子(その 1) 

図 4.4.5 工場内で加工機械や製造品についての説明を受けている様子(その２) 

５．衛星開発の実施状況 

2022 年度の衛星開発に関して当初予定の実施計画は以下のとおりである。 

「前年度の MDR に基づき、九工大の指導により衛星の BBM(Breadboard Model)の開発を行

う。九大を中心にミッション機器（観測機）の開発を実施する。技術的な開発及び教育につ

いては、協力機関であるやまぐち産業振興財団が統括する航空宇宙クラスター参画企業団
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と技術的協力を得ながら実施する。10 月を目途に PDR(Preliminary Design Review)を行い、

EM(Engineering Model)の開発を開始する。EM開発に当たっては、協力機関と連携し技術的

協力を得ながら開発を進める。必要に応じて、九工大の設備を利用して試験を実施する。安

全審査やインターフェース調整の助言を受ける体制を構築する。参加学生のアンケートに

よって 80%以上の肯定的評価を得る。」 

 上記の計画に関する実施状況を以下に報告する。 

５．１ 衛星システムの検討と PDR 

昨年度の MDR(ミッション定義審査)において決定された、4 つのミッションに関してこ

れを実現するための衛星システムの検討を行った。学生のチームはサブシステム（系）

ごとに複数のチームに分割され各系ごとに検討を進めた。毎週、水曜日に学生間の全体

会議を開催し、各系ごとの進捗の報告や系間のインターフェース条件に関する確認など

を行った。全体会議は遠隔会議として実施され、原則として九工大・九大の全学生が参

加することとなっている。会議の進行は学生プロジェクトマネージャーによって行われ

るが、大学院の TA（チ―ティングアシスタント）や必要に応じて教員が参加し、各系の

報告に関して指摘やアドバイスを行った。サブシステム（系）以下の通り分担した。 

表 5.1.1 学生の役割分担 

 サブシステム名 内容 主担当 

ミッション系 地磁気観測ミッ

ション 

地磁気観測のための

磁気センサの開発 

九大 

カメラミッショ

ン 

オーロラ撮像のため

のカメラシステムの

開発 

九大 

帯電ミッション 宇宙天気変動に伴う

衛星帯電の計測を行

う 

九工大 

展開機構ミッシ

ョン 

地磁気の精密観測を

行うためにセンサを

搭載する展開機構を

開発する 

九工大 

バス系 電源系 太陽電池、バッテリー

充放電回路等の開発 

九工大 

姿勢系 衛星の姿勢決定。姿勢

制御を行うためのセ

ンサの搭載や制御に

関する開発 

九工大 

通信系 衛星搭載無線機の制

御や地上局の開発、国

際周波数調整の手続

き 

九工大 

OBC 系 衛星全体の制御や運

用を行うための制御

基板の開発 

九工大 

構造系 衛星構体の開発構造

解析や振動試験 

九工大 
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 こうした、システム検討を行い、2022 年 10 月に衛星システムデザインを決定する PDR

（Preliminary Design Review:事前設計審査会）を実施した。検討する項目が多数にわ

たるため、審査会は 2 日に分け、ミッション系に関する審査会を 10 月 14 日、バス系に

関する審査会を 10 月 17 日に実施した。 

５．１．１ 地磁気観測ミッション 

本衛星のミッションは CubeSat による精密な地磁気観測を行うことで、主に太陽

風変動によって発生する様々な宇宙天気現象についての観測を行い科学的結果を得

ることにある。搭載する磁力計は COTS（Commercial Off-The-shelf）製品を用いる

ことで開発の負担を減らし短期間での衛星開発を可能とする。地磁気観測ミッショ

ン半では、磁力計システムインターフェースの決定とデータ取得のためのシステム

設計を行った。 
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図 5.1.1.1 地磁気観測ミッション班の発表資料 (抜粋) 

５．１．２ カメラミッション 

カメラミッションは、汎用のマイコンボード用のカメラに追加レンズを装着する

ことでオーロラの撮像を目指す。打ち上げ時期の 2024 年は太陽活動度の極大期にな

るため、多くの磁気嵐やオーロラサブストームなどの宇宙天気現象の発生が期待さ

れる。国際宇宙ステーションの軌道傾斜角は約 51 度であり、オーロラ帯に対してや

や低緯度であるが、高緯度通過時のオーロラ撮像が期待されると同時に低緯度環境

では地球撮像等も実施する。PDR ではオーロラ撮影のための条件整理とそこからシ

ステムに求められる要件の整理を行い、ミッション用の OBC ボードとのインターフ

ェース設計の妥当性についての検証を行った。 
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図 5.1.2.1 ミッションの発表資料(抜粋) 
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５．１．３ 衛星表面帯電計測ミッション 

人工衛星の表面には紫外線の照射や周囲のプラズマ環境の変動によって帯電減少

が起こる。こうした帯電は衛星表面での電位の偏りを引き起こし絶縁体の破壊など

の重大事故に繋がることがある。特に磁気嵐やサブストームといった宇宙天気現象

によって引き起こされる電子線の照射による衛星帯電は、本プログラムで打ち上げ

られる YOTSUBA-KUlover衛星の打ち上げ時期の 2024 年が太陽活動の極大期であるた

めに計測が容易であることが期待される。本ミッションでは、衛星の構体表面に小

型のスフェラアレーと銅板を設置することによって衛星電位の計測を行う。また、

このミッションで使用するミッション用 OBC では他のミッションの制御も行う。 
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図 5.1.3.1 衛星表面帯電計測ミッションの発表資料（抜粋） 

５．１．４ 形状記憶合金を用いた伸展機構 

本衛星に搭載する磁力計はノイズレベルが 0.1nT 以下と非常に高感度なセンサー

である。このような高精度な磁場計測においては衛星の構体等に使用される磁性体

による残留磁気モーメントや衛星の電気・電子回路から発生する磁気ノイズが計測

の悪影響を与える。そのため伸展機構によって磁気センサーを衛星本体から離すこ

とによりこうした磁気干渉の低減を図る。通常の科学衛星の場合はトラス式の進展

機構を用いることが多いが CubeSat のような超小型衛星の場合は非伸展時のトラス

構造を衛星本体に収納するスペースの確保が難しいことと多数の摺動部分を持つ複

雑な構造を採用することは非常にリスクが高い。そのため本衛星では、衛星の構体

表面にパネル式の展開機構を搭載し展開したパネルの先端に磁気センサーを搭載す

ることとした。 
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図 5.1.4.1 伸展機構の発表資料(抜粋) 

 ・企業からの協力 

本展開機構の開発に関しては、図 5.1.4.1 に示すような展開パネル用のヒンジ

の設計開発が必要である。ヒンジは 2 段階の展開機構を実現するために確実な展

開とラッチ機構による固定を行う。一方で、2 段目のヒンジについては 2 段目展

開の負荷を軽減するために十分な軽量化が求められる。設計については展開機構

班の学生が行っているが、実際の製作についての加工法や精度の確保については

課題が多い。本開発におけるヒンジは当初金属材料の加工によって大学内で作成

したが特に 2 段目のヒンジについては重量が大きく 1 段目ヒンジの展開に支障を

きたす状態であることが判明した。 

そこで、本プロジェクトでは協力機関の山口宇宙航空クラスター企業団の伸和

精工株式会社に相談をおこなった。同社ではこれまでに金属 3D プリンタを利用し

た宇宙用部品の製作に実績があり、超小型衛星搭載の部品加工において実績があ

る。現在のヒンジの開発に関して適宜連絡を取りながら同社のもつ技術を応用し

樹脂部品のヒンジについて３D プリンタを利用した製作・加工の方法について検

討を進めている。 

５．１．５ 電源系 

電源系は、全バスシステム及びミッションシステムを正常に動作させるための電

力収支計算に基づき、これらを実現するための太陽電池セルの配置設計、充電装置

の配置設計、および充放電回路の設計を行う。電源の充放電回路に使用する素子類

については、過去に九工大で開発した FUTABA 衛星や MITSUBA 衛星の設計をも

とに宇宙空間での動作実績を検討し慎重に決定した。
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図 5.1.5.1 電源系の発表資料(抜粋) 
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５．１．６ 通信系 

通信系は衛星と地上間のコマンド送信やデータ受信を行うための機上制御のた

めの設計および通信アンテナの設計を行った。本衛星では従来のアマチュア無線を

用いた通信を行わないため、過去の九工大の衛星からの設計変更が必要となった。

また、アンテナに関しても精密な磁場計測への影響を再諸元にするために、従来の

鉄系の材料を使わないなどの工夫が必要となった。
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図 5.1.6.1 通信系の発表資料(抜粋) 

５．１．７ コマンド・データ処理系 

コマンド・データ処理系は、バスシステム及びミッションシステムを含む衛星全

体の動作に関する制御を行う為の OBC（On-Board Computer）の設計を行った。基

本マイコンとしてはこれまでに軌道上での利用実績のある PIC マイコンを採用し

た。また、各ミッション機器への信号の経路についての整理を行った。各機器との

通信については、UART、I2C 等の複数の信号方式があるため、OBC のマイコンで

制御できる信号ラインの数を精査し、不足する場合にはマルチプレクサ等を配置す

ることでミッションを達成できるように工夫をおこなった。
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図 5.1.7.1 OBC 系の発表資料(抜粋) 

５．１．８ 姿勢制御系 

本衛星では、精密な磁場計測を行うために衛星の姿勢を正確に把握する必要があ

る。また、オーロラの撮像をするためには通常 3 軸の姿勢制御が必要であるが、衛

星のサイズや電力の制約からモーメンタムホイールのような複雑な姿勢制御系を

搭載することが困難である。本衛星では、永久磁石を搭載することで衛星本体を地

磁気に対して受動的な沿磁力線制御の可能性について検討を行った。
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図 5.1.8.1 姿勢系の発表資料(抜粋) 

５．１．９ 構造系 

本衛星では、4 つのミッションを達成するために 2U サイズ（10cm×10cm×20cm）

の CubeSat の開発を行う。これまでに九工大で開発されてきた学生衛星は、基本的

なバス機器が１U サイズに収容できる設計を行ってきており、本衛星でも基本的な

構造としては従来の衛星バスの設計を踏襲する。一方で、磁力計用の制御基板のサ

イズが 90.2mm×95.9mm と従来の構造系に収容するにはやや大きいためオーロラ撮

影用のカメラの配置と合わせて新たに構造の設計をする必要があった。
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図 5.1.9.1 構造系の発表資料(抜粋) 

５．２ 九州大学における地上局のテスト運用 

2021 年度に九州大学国際宇宙惑星環境研究センター（当時：九州大学国際宇宙天気科学・

教育センター）に設置された小型衛星受信局について、衛星打ち上げ後の運用のため、各種
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実験を行った。2022 年 5 月 20 日には、設置した受信アンテナの感度調査試験が実施され、

感度に問題がないことが確認された。また、2022 年 12 月 28 日には、先行して作製・打ち

上げられた九州工業大学の FUTABA 衛星の学生担当者より、地上局の運用についての一連の

レクチャーが、実際の人工衛星のデータを受信して行われた。説明の様子は動画撮影され、

今後、新入生への衛星運用セミナーの資料等に利用される予定である。なお、本地上局は、

2023 年 2月に実施された FUTABA 衛星の磁気トルカを用いた姿勢制御ミッションにおいて実

際に使用され、アンテナ、ローテータ、無線機、制御 PC、ソフトウェアが全て連動して運用

できることが実際に確認された。 
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図 5.2.1 アンテナ感度試験の様子 

受信アンテナ 
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図 5.2.2 衛星運用セミナーの様子（動画より抜粋） 

５．３ EM（エンジニアリングモデル）の開発 

5.1 章で記載した PDR によって、衛星の基本システムについての設計成立性が確認された

ため、PDR 終了後より衛星の試作機である EM(エンジニアリングモデル)の開発を開始し

た。2023 年 5 月もしくは 6 月に CDR（Critical Design Review:最終設計審査会）を計画し

ており、それまでに EM を完成させ執拗な環境試験を実施する必要がある。2022 年度中は

必要な回路基板の設計確定を行い、外面パネル、通信機、OBC 基板、ミッション基板等の

設計を発注し、年度末までに納品された。また、構体系についても 2022 年度中には設計を

確定し、製造を完了した。2023 年と 3 月より調達が完了したコンポーネントの統合試験を
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開始しており、2023 年度の早い時期に EM の環境試験を実施する予定である。また、これ

らの進捗に合わせて、国際宇宙ステーションより放出するための安全審査のフェーズ 012

の資料作成を開始した。 

図 5.3.1 EM 用衛星構体の外観 

６．ファシリテーション体制の構築および教材開発の実施業況 

2022 年度の実施計画において、ファシリテーション体制の構築及び教材開発に関しては、

以下の通り計画されていた。 

「九工大・九大双方の教育スタッフが定期的に会合を持ちながら学生への指導の協議およ

び指導に関する、教材、マニュアル等の開発を継続的に実施する。指導する教育スタッフ

による合同会議を 2回以上実施する（状況によりオンライン）。学協会における発表を 2件

以上実施する。」 

九州工業大学及び九州大学が円滑な連携のもとに教育プログラムとしてのファシリテーショ

ン体制の構築を行うために、プログラム開始後の 2022 年 4月より概ね 1回月に 1回の頻度で、

連携ミーティングを行い、2022 年度は合計 8 回のミーティングを行った。これらのミーティン

グにおいて、九州工業大学と九州大学のそれぞれのプログラム実施状況を担当教員間での情報

共有し次の 1か月において両大学が実施すべきアクションアイテムの確認を行ってきた。PDR 終

了後は開発に関わる指導事項が増えてきたため、両大学の教員に加えて大学院生の TA も会議に

加わり、開発指導の詳細についてのうち合わせを定期的に実施した。 
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図 6.1 九工大―九大での打ち合わせ時の資料の例 

また、外部との連携に関しては、九州大学は協力機関の東北大学および京都大学との行儀

を計測的に実施した。2022 年度は京都大学講師との日程が合わなかったため東北大学小原

教授によるセミナーを実施するための打合せを行ってきた。小原教授からは事前に発表用

資料案の提示があり、それに対して九州大学から授業学生のバックグラウンドや学年等に

応じた助言を行い資料の改訂をしていただいた。 

九州工業大学は毎月開催される山口県宇宙クラスター企業の定例会議に定期的に参加す

ることによってプログラムの進捗報告および具体的な協力事項の協議を行ってきた。2022

年度においては、主に 4.4 章に記載した合同の企業訪問に加え、EM 開発における部品製作

に関して個別の相談を行ってきた。また、宇宙クラスター企業の参加企業が計画している新

規事業について、本プログラムでも学生衛星を使った実証試験についての協議も行った。研

究開発の実施計画や条件について協議を進めており、2023 年度以降の共同研究契約の締結

が可能か検討している。 
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図 6.2 宇宙クラスター会議における発表資料 
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７．2022 年度のプログラム実施に関する学生の評価 

 2022 年度末に今年度のプログラムに関するアンケート調査を実施した。36 件の回答が寄

せられた。回答者の内訳は以下の通りであった。 

表 7.1 回答者の内訳 

大学別 

九州工業大学 17 

九州大学 19 

男女別 

男 27 

女 9 

学年 

1 年生 7 

2 年生 11 

3 年生 13 

4 年生 3 

大学院以上 2 

2022 年度の活動全体に関する回答は、大変良かった及び良かったの肯定的な回答が 30 件

であり、全体の 83%であった。昨年度は 67%と目標の 70%にやや届かなかったが、今年度は

実質的な衛星開発が開始したことによって学生の活動自体がアクティブとなり参加意識が

高またためと考えられる。あまりよくなかったという回答が 1 件寄せられているが、理由に

ついては、記載がなかったため不明である。 

図 7.1 2022 年度の活動全体に関する評価 

 新人教育セミナーについては、不参加の 14 名を除き学部生中心に 22 名の参加者からの

回答を得た。そのうち肯定的な評価は 17 件であり、77%の肯定的評価を得られた。ために

ならなかったと回答した 1 件についてその理由を確認すると、「活動で忙しく、直接的に

はためにならなかったため」と回答しておりセミナーの実施方法に起因する理由でないこ
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とが確認できた。 

図 7.2 新人教育セミナーに関する評価 

 2023 年 2 月 28 日に実施した、山口県宇宙クラスター企業の訪問は 35 名の学生が参加し

ていたが、アンケートを取る時期がやや遅れたため回答を寄せられたのは、12 名にとどま

った。しかし、そのうち 11 名が肯定的な評価を寄せており、12 名中 7 名から任意の個別

コメントも寄せられており学生の高い満足度がうかがえた。個別のコメントとしては、

「機械部品の加工を行っている工場の見学は初めてだったので大変刺激になった。宇宙機

や航空機といった大きく複雑なものも多くの人の地道な努力の結晶なのだと感じた。」、

「理学の学生で、今までこのような企業を訪問する機会がなかったので、とても興味深か

ったです。」、「ものづくりの現場を実際に見学できたり、企業の方に話を聞くことがで

きたことで、人工衛星をはじめとする多くのシステムは見えない多くの人や要素から成り

立っていることを実感できた。」などコロナ禍の影響もあり学外での研修の経験がほとん

どなかった学生に対して大いに刺激を与えることができた内容であった。 

図 7.3 企業訪問に関する評価 
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 東北大学小原教授による理学セミナーについては、12 名の参加者から回答が寄せられ

た。そのうち 10 名が肯定的な評価をしており参加学生の高い満足度が確認できた。また、

任意の個別コメントについても 12 名中 5 名から入力があり関心度の高さがうかがえる。個

別コメントについては、「自分は工学部で理学的な授業はあまり受けてこなかったのでと

ても面白かった。実際に大型の衛星の開発に関わっていた方の話を聞けたのは良い経験に

なった。」、「磁気圏・電離圏について広く興味深いお話を聞くことができました。ま

た、小原先生が過去に衛星開発に関わった経験を聞いたり、衛星プロジェクトに関してコ

メントをいただけたりでき、良かったと思います。」、「工学部なので理学的な知識が乏

しく、難しい話もあったが自分たちが行おうとしているミッションについての理解を深め

ることができた。」など工学系の学生が実施する理学ミッションについての興味を涵養し

理解を深めることができており、本プログラムで目標としている、工学、理学の教育を相

補的に行うという取り組みが順調にできていることが確認できた。 

図 7.4 理学セミナーに関する評価 

 上記の結果を総括し、学生の肯定的な評価に関しては、概ね当初の計画通りの評価が得

られていたと考える。 
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様式第２１

学 会 等 発 表 実 績 

委託業務題目「大学間連携による理学工学融合実践的宇宙ミッション早期教育プログラ

ム」 

機関名 九州工業大学 

１．学会等における口頭・ポスター発表 

発表した成果（発表題

目、口頭・ポスター発表

の別） 

発表者氏名 発表した場所 

（学会等名） 

発表した時

期 

国内・

外の別 

人工衛星開発教育プロ

グラムにおける参加者

の態度・能力測定に関

する試行結果報告（口

頭発表）

北村健太郎，

梶村好宏，池

田光優，高田

拓，村上幸

一，今井一

雅，平社信

人，西尾正

則，若林誠

第66回宇宙科学技
術連合講演会

2022年11月
3日

国内

Brief introduction on the 
Importance of Space 
Weather Research with 
CubeSats

Kitamura K. 29th Virtual 
UNISEC-Global 
Meeting 

2023年 1月
21日

国外

大学間連携による理工

学融合実践的宇宙ミッ

ション早期教育プログ

ラム（口頭発表）

北村健太郎、

増井博一、趙

孟佑、寺本万

里子、藤本晶

子

第14回超小型衛星
の教育利用を考え

る会

2023年 3月
18日

国内

２．学会誌・雑誌等における論文掲載 

掲載した論文（発表題

目） 

発表者氏名 発表した場所 
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発表した時

期 

国内・外

の別 

（注）発表者氏名は、連名による発表の場合には、筆頭者を先頭にして全員を記載するこ
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